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2011年に発生した東日本大震災では，津波災害による被害が極めて甚大であったため，津波避難計画の

重要性が再認識された．本研究では，大阪市港区を対象として，線形計画モデルにより記述される避難計

画策定モデルにより避難先，避難開始時間帯，避難手段からなる避難シナリオを策定し，残留交通量と自

動車と歩行者の相互干渉を考慮したマルチクラス時間帯別配分モデルで表される避難計画評価モデルによ

り避難完了率，総避難時間の指標によりシナリオの評価を行った．分析を通じて，現在中央防災会議で想

定され得る範囲内の津波災害に限定すれば，自動車を利用して避難する避難者は地震発生後すぐに港区外

へ向かい，それ以外の避難者は一定時間経過後，徒歩で近くの避難所に避難することで，全員が徒歩での

避難を行うよりも，高い避難完了率，かつ総避難時間を低減することができる結果となった． 

 

     Key Words : the evacuation from tsunami, usage of cars, user equilibrium assignment, mutual inter-
ference, scenario 

 

 

1. はじめに 
 
 2011年3月11日に宮城県沖で東北地方太平洋沖地震

（東日本大震災）が発生し，それに伴い大規模な津波が

発生した．この津波により，東北地方を中心に我が国に

は，甚大な被害がもたらされた．2014年4月現在，東日

本大震災からの復興が急がれると同時に，今後高い確率

で発生が予測されている地震，それに伴う津波への対策

が求められている．中でも東海地震，東南海地震，南海

地震は遠くない将来起こると予測され，これらが連動す

る南海トラフ巨大地震は今後10年以内に20%程度，20年

以内に40～50%，30年以内に60～70%の確率で発生する

ことが報告されている1)．この地震の発生に伴い，大規

模な津波が発生する可能性は極めて高く，津波対策を中

心とした防災対策の強化の必要性に迫られている．その

防災対策を進めるにあたっては，東日本大震災による津

波被害の状況から，今まで大規模な津波災害は起こらな

いと考えられていた都市沿岸部の地域でも，避難手段や

避難方法等への検討が必要となった． 

 東日本大震災以前の学術研究を調査してみると，地震

発生後，津波災害の危険度の高い地域を対象にしている

ケースが多く見受けられる．例えば，竹内ら2)は新潟県

須崎市，今村ら3)は北海道奥尻島青苗地区，片田ら4)は三

重県尾鷲市が研究対象地区であり，都市沿岸部を対象と

した研究事例は少ないことがわかる．都市沿岸部地域で

は，津波到達までに従来から大規模な津波災害が想定さ
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れる地域よりもを時間を要するものの，特に都市部では

当該地域に人口が集中，さらには，日常的に交通渋滞が

発生していることからも効率的な避難計画が必要とされ

ると考えられる． 

 そういった中で，中川ら5)は，大阪市港区を対象とし，

津波避難において自動車利用がどの程度であれば避難者

全体が効率よく避難できるかという点に着目し，全体の

総避難時間を最適化するモデルを提案した．しかし，こ

の研究で提案したモデルでは，避難を行う時間を1つの

時間帯でのみ表現しており，東日本大震災で見られたよ

うな実際の避難開始時間を考慮していない静的なモデル

で，実現象で発生した短時間の交通集中による交通渋滞

の影響を考慮できているとは言い難い．また，避難先は

避難所までの距離と避難所の容量を変数としたロジステ

ィック関数により決定しているが，設定した関数やパラ

メータの妥当性について十分に検証されていないことも

問題点として挙げられる． 

中央防災会議では，東日本大震災後は自動車利用を一

部認めるようになるなど津波に対する避難方針を変更し

ている．また，東日本大震災においては避難開始が遅れ

たために逃げ遅れた人も数多く存在した．また，今後発

生が危惧されている東南海地震では，首都圏や関西圏な

どの大都市にも津波が襲来することが予想されている．

例えば大阪市沿岸部には南海トラフ巨大地震発生から2

時間後に津波が襲来すると想定されているように，これ

らの大都市では避難対象人口が多いものの津波からの避

難にかけられる時間的余裕が比較的ある，一方で避難施

設の容量が不足しており，限られた時間の中で自動車を

効率的に利用し，より安全な場所へ避難することが求め

られる．したがって，都市沿岸部で今後の津波避難を考

えるにあたって，自動車利用と避難開始時間帯について

考慮することは，重要な視点であるといえる． 

以上を踏まえて，本研究では数理計画モデルを用いて

避難先，避難開始時間帯，避難手段を考慮した避難シナ

リオを策定，評価する手法論を提案する．その上で，提

案する手法論を大阪市港区に適用し，総避難時間と時間

帯ごとの避難完了率によって策定する津波避難シナリオ

を評価する． 

 

2. 津波避難計画策定および評価手法 

 

(1) 本研究で構築する手法の位置づけ 

 本研究では，後述するように線形計画問題により記述

される避難シナリオ策定モデルにより，避難先，避難開

始時間帯，避難手段からなる避難シナリオを策定し，時

間帯別利用者均衡配分モデルをベースとした避難シナリ

オ評価モデルにより，策定したシナリオの効率性を評価

する．両モデルとも規範モデルであり，本研究では行政

などの主体が避難先，避難時間帯，避難手段を統制でき

るという条件下でより効率的な避難シナリオの探求を行

うものである． 

 

(2) 避難シナリオ策定モデル 

本研究では，前節のシナリオに則する避難者の目的

地・避難開始時間帯・避難手段別のODを式(1)から式(4)

に示す線形計画問題によって決定する．  
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ここに， 
R ： 発生ノードの集合 
S ： 避難先ノードの集合 
T ： 時間帯の集合 

m ： 避難に用いる手段(C：自動車, W：徒歩) 
Dr ： ノード rから発生する避難者需要 
Cs ： ノード sの避難所容量 
αrsm ： 時間帯 tにおける rs間，交通機関mの 

移動コスト（定数） 
βrs，βm，βt ： シナリオを表現するために課す 

ペナルティ 
xrsmt ： 時間帯 t に交通機関 m を使って rs 間を

避難する人数 

 

 式(1)においてαrsmが時間帯，避難手段別のOD間移動コ

スト(定数)，βrs，βm，βtがシナリオを表現するためにそれ

ぞれODペア，交通手段，時間帯ごとに設定するパラメ

ータであり，未知変数のxが時間帯別，交通手段別のOD

間避難者数によって表現されるシナリオである．制約条

件の式(2)，式(3)，式(4)はそれぞれ避難者数の保存，避

難所の容量制約，OD交通量の非負制約を表している． 

 

(3) 避難シナリオ評価モデル 

前節で述べた避難シナリオ策定モデルにおいてゾーン

間移動コストを一定としているため，避難時の混雑の影

響を考慮できない．そこで，前節の避難シナリオ策定モ

デルによって算出されるシナリオを，時間帯別利用者均

衡配分モデルをマルチクラスに拡張した避難シナリオ評

価モデルによって評価を行う．本節では，マルチクラス

時間帯別配分モデルの定式化について述べる． 

a) 避難シナリオ評価モデルの前提条件 

 前章で述べた避難シナリオ策定モデルにおいては，時
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間帯別のOD交通量がシナリオとして出力されるので，

構築する避難シナリオ評価モデルは時間的な混雑の波及

を表現するために時間帯別配分モデルをベースとする．

時間帯別均衡配分における当該時間帯内に目的地に到着

できない残留交通量の取り扱い方法について，主にOD

修正法6) 7)，リンク修正法8)，渋滞内生化モデル9)の3つが

提案されているが，本研究では解の一意性が保障されか

つ計算コストが小さいOD修正法による時間帯別配分モ

デルをベースとする．さらに，徒歩による避難者が多く

自動車交通に及ぼす影響が無視できないため，リンク所

要時間に関する自動車と歩行者の相互干渉を考慮する必

要がある．避難シナリオ評価モデルにおいては，自動車，

歩行者が道路を共有するが，同じ交通量に対する旅行時

間は両者で異なるものとして扱うことにより，両者の相

互干渉を考慮するものとする． 

b) 避難シナリオ評価モデルの定式化 

 時間帯Tにおける均衡状態は，式(5)から(12)のように

定式化できる． 
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ここに， 

M ： 交通手段の集合 
Ω ： ODペアの集合 
Krs ： ODペア rs間の経路集合 
frs,k

m,T ： ODペア rs間，経路 k，交通手段 mのフロ

ー 
crs,k

m,T ： ODペア rs間，経路 k，交通手段 mの旅行

コスト 
)1(,~ Tm

rsq  ： ODペア rs間，交通手段 mの時間帯(T-1)か
ら時間帯Tに繰り越された交通量 

Crs,
m,T ： ODペア rs間，交通手段 mの最小旅行コス

ト 
qrs

 m,T ： OD ペア rs 間，交通手段 m の交通量(残留

交通量の考慮なし) 
urs

 m,T ： OD ペア rs 間，交通手段 m の交通量(残留

交通量の考慮あり) 
xa

m,T ： リンク a，交通手段mのリンク交通量 

xa
T ： リンク aの総交通量 

Capa ： リンク aの容量 
δrs,k

a,m ： ODペア rs間，経路 k，交通手段 mがリン

ク aを通過すれば 1，そうでなければ 0を
取る変数 

αm
T, βm

T ： 車種別のBPR関数のパラメータ 
Tw ： 時間帯幅 

式(5)は相補性条件により表現されたWardropの第1原則

である．式(6)，式(7)はそれぞれ経路交通量，リンク交

通量に関する保存則である．式(8)はクラスごとのリン

ク交通量と総リンク交通量の換算式であり，Amは歩行

者人数を自動車台数に換算するためのパラメータである．

式(9)はリンク旅行時間を表しており，前節で述べた通

り自動車，歩行者が道路を共有するが，同じ交通量に対

する旅行時間は両者で異なると仮定しているので，リン

ク旅行時間は全クラスの総交通量xa
TのBPR関数として表

現するが，そのパラメータはクラスごとに別に定義して

いる．式(10)，式(11)，式(12)はそれぞれリンクコストか

ら経路コストを求める式，残留交通量を考慮してOD交

通量を修正する式，次の時間帯に繰り越す残留交通量を

表す式である． 

式(5)から式(12)で定式化したモデルは，式(13)から式

(17)に示す等価な最適化問題に変換可能である．両者が

等価であることの証明は付録に示す． 
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 定式化したモデルは，OD修正法に基づく時間帯別利

用者均衡配分に準じたアルゴリズムにより計算すること

ができる．  

 

3. 避難シナリオの策定 

 

(1) 研究対象地域 

 本章では，本研究で構築した手法を大阪市港区に適用

して，津波避難施策の評価を行う．中央防災会議では南

海トラフ巨大地震が発生した場合，大阪湾沿岸にも地震

発生後約2時間で3～5mの津波が押し寄せると想定され

ており，その中でも大阪市港区は最も標高が低く，津波

に対する危険性の高い地域であると考えられる． 
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大阪市港区の面積は7.9km2であり，また沿岸部から内

陸部までの距離は最大で5km程度である．また，国勢調

査データから算出した港区の総避難人口は，平日12時の

時点で90,910人，休日12時の時点で82,162人である．一方

で，大阪市が指定している公共・民間の避難所の容量は

63,844人となっており，避難人口に対して大きく不足し

ており，港区外のより内陸に避難の必要が生じている．

そのため，高齢者のような要援護者が，沿岸部から内陸

部までを徒歩で避難することは困難であることが想定さ

れることからも，ある程度自動車による避難を考える必

要がある． 

 

(2) 計算条件 

 前述したように研究対象地域では避難人口に対して避

難所容量が大きく不足しているため，便宜上港区外にも

避難場所を設置する．本研究では，港区外に避難する場

合は内陸側の西区へ避難することを想定して，港区から

西区方面へ出ているノードに対して，仮想的な避難所容

量を与えることとする．具体的には，国道，主要地方道，

指定市主要道路から港区外に出ているノードであれば，

一律に7,000人の容量，その他道路から港区外に出てい

るノードであれば，一律に3,000人の容量を与える．港

区外の避難所ノードも含めると避難可能容量は92,844人

となり，避難施設の容量はすべての避難者人数を上回る

ことになる． 

 また，需要は250mメッシュごとに集計されているた

め，当該メッシュの中心に最も近いノードから発生する

とし，集中ノードは避難所に最も近いノードとする．さ

らに，上記の設定で避難距離がゼロとなる需要が存在す

るが，この場合は建物の高層階に上がる垂直避難を行っ

たものとみなす． 

 避難シナリオ策定モデルおよび評価モデルにおいて設

定したパラメータ値に関しては，自由流旅行速度は，自

動車は道路交通センサスデータから道路種別ごとに設定

し，歩行者の自由流旅行時間は一律で4km/hと設定した．

また，避難シナリオ評価モデルにおいて，1時間帯あた

りの時間帯幅を40分として4時間帯までを分析対象とし

た．また，自動車1台と歩行者6人が同等，すなわちAC = 

1.0，AW = 6.0と設定した．さらに，BPR関数のパラメー

タは，自動車についてはαC=0.15，βC=4.0とし，歩行者に

ついてはLam and Cheung10)を参考にしαC=1.4483，βC=4.0707

とした．シナリオを表現するためのパラメータ値につい

ては，次節で述べる． 

 

(3) シナリオの設定 

 本研究では，表-1に示す3つの避難シナリオの評価を

行う．シナリオ1は現状の多くの自治体で策定されてい

る避難計画に基づくものである．また，研究対象地域で

は沿岸部から内陸部まで距離があるため，内陸部への避

難は自動車を許容するものの，混雑を緩和するために内

陸部への避難と沿岸部の高所への避難で時間差をつける

という意図でシナリオ2とシナリオ3を設定した．避難シ

ナリオ策定モデルにおいてそれぞれのシナリオで設定し

たパラメータを表-2に示す． 

 また，対象地域では，平日・休日で発生人口分布が異

なるため，シナリオ別に分析を行う．  

 

表- 1 本研究で評価するシナリオ 
シナリオ シナリオ別の避難方法 

1 全避難者が徒歩で避難する 

2 

遠距離の避難を行う人は自動車を用いて早い

時間帯に避難を開始し，近距離の避難を行う

人は徒歩にて後の時間帯に避難を開始する 

3 

徒歩で避難を行う人は近距離の避難所に早い

時間帯に避難を開始し，自動車で避難を行う

人は遠距離の避難所に後の時間帯に避難を開

始する 

 

表-2 各シナリオで設定したパラメータ 
シナ

リオ

時間

帯 
自動車(C) 徒歩(W) 

1 

1 rs = ∞ rs = 1.0 

2 rs = ∞ rs = 1.0 

3 rs = ∞ rs = 1.0 

2 

1 遠距離を小さく設定 rs = ∞ 

2 rs = 1.0 近距離を小さく設定 

3 rs = 1.1 近距離を小さく設定 

3 

1 rs = 1.1 近距離を小さく設定 

2 rs = 1.0 近距離を小さく設定 

3 遠距離を小さく設定 rs = ∞ 

 

①築港

②港晴

⑥田中

⑤三先
④池島

③八幡屋

⑨市岡

⑧磯路

⑦弁天

⑪南市岡

⑩波除

図-1 防災マップのエリア分け 

 

(4) モデルにより策定されたシナリオ 

本節では，避難シナリオ策定モデルに基づき，算出され

る避難者の動きを図-1のような港区の11エリア別に示す．

なお，11エリアとは大阪市が作成している港区の防災マ

ップにおいて区分けされているエリアである．
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自
動
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歩 

 
図-2 シナリオ別における避難パターン（平日） 
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 図-2に避難シナリオ策定モデルにより算出された平日

のシナリオ別時間帯別の避難パターンを示す．なお，モ

デルの構造上複数の解が存在するが，シナリオ1として

は，時間帯1に大半の避難者が避難を開始するものを採

用している．「全避難者が徒歩で避難する」シナリオ1

は自動車による避難者は存在せず，その上で，沿岸部に

おいて，同一エリアや比較的近距離のエリアに避難する

人が多く，内陸部では港区外に避難する人が多いことが

確認できる．シナリオ2では，沿岸部からの避難者は地

震発生後すぐに自動車で西区に避難して港区内の避難所

容量を確保し，それ以外の避難者は基本的に徒歩で近距

離の避難所に避難するような設定を想定しているが，避

難パターンからは，概ね設定通りのシナリオとなってい

ることが読み取れる．シナリオ3は，シナリオ2とは反対

に先に徒歩で最寄りの避難者に避難させ，後の時間帯に

避難所に入り切れなかった避難者を自動車で港区外に避

難させることを想定しているが，図-2のシナリオ3の被

験者の動きから，概ね設定通りのシナリオが策定できた

ことが読み取れる． 

 なお，休日では避難者数は異なるものの，避難者のシ

ナリオ別の避難パターンを避難シナリオ策定モデルで求

めたところ，概ね平日と同様の傾向であることが確認さ

れたために図の掲載を割愛する． 

 

4. 策定した避難シナリオの評価 

 

本章では，第3章にて避難シナリオ評価モデル用いて，

策定したシナリオの評価を行う．まず，評価を行うため

の指標について述べる．その後，平日・休日別に分析を

実施する．  

 

(1) 評価指標 

 本章では，避難シナリオ評価モデルを用いて，前章で

策定されたシナリオの評価を行う．評価指標として，式

(18)に示す総避難時間と，式(19)に示す地震発生からの経

過時間ごとの避難完了率を用いることとする． 
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ここに， 

TC ： 総避難時間 
Tn  分析対象の時間帯数 
CRE ： 経過時間Eにおける避難完了率 
urs

m,t ： ODペア rs間，交通手段 mの経過時間 t
において避難を完了した人数 

(2) 避難完了率による分析結果と考察 

 図-3に平日および休日の各シナリオの避難完了率の推

移を示す．まず平日における経過時間と避難完了率の関

係について着目して考察する．なお，前述したように避

難シナリオ評価モデルにおいて，1時間帯の幅を40分と

して計算しているため，時間帯1，時間帯2，時間帯3は

それぞれ経過時間が0分から40分，40分から80分，80分

から120分に相当する． 
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10 20 30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130 140 150 160

避
難
完
了
率
（
％
）

経過時間（分）

シナリオ1・平日 シナリオ1・休日

シナリオ2・平日 シナリオ2・休日

シナリオ3・平日 シナリオ3・休日

図-3 シナリオ別の避難完了率 

 

 全避難者が徒歩で近くの避難所に避難するシナリオ1

では，地震発生直後の避難完了率は約50%と高く，その

後徐々に避難完了率が上昇している． 

 時間帯1に自動車で内陸部に避難させるシナリオ2では，

時間帯1の避難完了率は低いものの，経過時間が40分か

ら60分にかけてと80分から100分にかけての間の避難完

了率が大きく上昇している．経過時間が40分から60分に

かけては，時間帯1に自動車で避難していた者が内陸部

への避難が完了したためで，80分から100分にかけては

時間帯3に徒歩で近くの避難所に避難した者の避難が完

了したためであると考えられる． 

 時間帯1に徒歩で近くの避難所に避難させて，時間帯2

以降に自動車で内陸部に避難させるシナリオ3では，地

震発生直後の避難完了率は20%程度であり，その後40分

から60分にかけて避難完了率が大きく上昇していること

がわかる．40分から60分にかけて避難完了率が大きく上

昇したのは，時間帯1から徒歩で避難した者の避難が完

了したためであると考えられるが，シナリオ2で見られ

たような自動車で内陸部に避難した者が避難完了するこ

とに起因する避難完了率の大幅な上昇は見られなかった．

これは，本研究で構築した避難シナリオ評価モデルでは

リンク所要時間に関する自動車と歩行者の相互干渉を考

慮しているが，時間帯2において徒歩による避難者の残

留交通量が存在しているためにシナリオ2よりも道路上

の混雑が激しかったためであると考えられる．このよう
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に，避難させる順番を変えるだけで道路混雑に差が生じ，

避難完了率も大きく変化する可能性があることがわかる． 

 また平休の違いに着目すると，シナリオ1では，すべ

ての経過時間において総避難者数の少ない休日の方が平

日より避難完了率が高く，短い経過時間においてその差

が大きいといえる．一方，シナリオ2では平日と休日の

避難完了率の差は小さく，また経過時間が20分から40分

にかけては平日の方が避難完了率が高くなっている．さ

らにシナリオ3では経過時間が100分までは休日の方が平

日より避難完了率が高いものの，110分を超えると平日

の方が避難完了率が高くなっている．これは自動車利用

時間帯と平休の避難者数の差が影響を与えている結果で

あると考えられる． 

 なお，津波到達が想定される120分時点での避難完了

率はシナリオ1で約97%，シナリオ2で100%，シナリオ3

で約98%という結果となり，これはシナリオ1において

総避難者数の約2.7％にあたる約2,500人，シナリオ3にお

いて約2.2%にあたる約2,000人の犠牲者が発生するものの，

シナリオ2では犠牲者が発生しないという結果に相当す

る． 

 

(3) 総避難時間による分析結果と考察 

 表-3にシナリオ別の総避難時間を示す．平休日ともに

シナリオ2が最も総避難時間が小さく，シナリオ3が最も

大きくなった．シナリオ3の総避難時間が最も大きくな

った理由としては，前述したように時間帯2で発生した

歩行者の残留交通量が存在している上に，遠距離の移動

を行う自動車が殺到し，大規模な渋滞が発生したためと

考えられる．シナリオ1との比較では，シナリオ2では約

8割程度に減少している．また，平休比から，避難者数

の少ない休日のほうが総避難時間が小さくなっているこ

とがわかる． 
 

表-3 シナリオ別の総避難時間 

シナリオ 
総避難時間 
（万人・分） 

シナリオ 1
との比 

平休比 
（休/平） 

平日 
1 151.5 比較対象 

比較対象 2 116.1 0.77 
3 162.6 1.07 

休日 
1 106.3 比較対象 0.70
2 88.4 0.83 0.76
3 159.2 1.50 0.98

 

 

(4) 分析結果全体に対する考察 

(2)，(3)の結果を踏まえると，分析対象エリアである

大阪市港区に中央防災会議での津波到達が想定される

120分の時間が存在しているとすれば，シナリオ1で想定

するような全避難者が徒歩で避難する場合よりも，避難

開始時間帯により自動車利用に制約を与えたシナリオ2，

シナリオ3の方が，避難完了率は高い結果となった．た

だし，総避難時間の観点からは，沿岸部から都心部へ地

震発生後早い時間帯に自動車を用いて避難させることが

分析エリア全体では最適な結果であった．ただし，本節

の冒頭に記載したようにあくまでも当該分析エリアが津

波到達までに120分の時間を有している場合の考察であ

る．万が一にも，想定外の地震，津波被害が発生し，当

該エリアに80分で津波が到達した場合には，多くの徒歩

避難者に避難を待機させるシナリオ2ケースで避難完了

率は約50%程度で，他の2つのシナリオよりも最悪の結

果となる． 

 上記を踏まえると，我々の想定内の事象に対しての最

適な避難計画を立てるだけで安心するだけでは行政の計

画としては不十分であり，その地震規模，津波の程度に

基づいて，適切な判断ができるよう事前検討しておくこ

とが望ましいと考える． 

 

5. まとめ 
本研究では，線形計画モデルにより記述される避難計

画策定モデルにより避難先，避難開始時間帯，避難手段

からなる避難シナリオを策定し，残留交通量と自動車と

歩行者の相互干渉を考慮したマルチクラス時間帯別配分

モデルで表される避難計画評価モデルにより，策定した

避難シナリオを評価する手法の提案した．その上で提案

した手法を大阪市港区に適用し，複数の避難シナリオの

比較分析を行った． 

現状の大阪市の方針であるシナリオ1，および徒歩で

避難する避難者が早い時間帯に避難を開始し，自動車で

避難する避難者が出発を遅らせるシナリオ3では，津波

の襲来までに全避難者が避難しきれないが，自動車で避

難する避難者は地震発生後すぐに港区外へ避難し，徒歩

で避難する避難者は出発を遅らせて近距離にある避難所

に避難するシナリオ2では，避難完了率が100%，すなわ

ち犠牲者がゼロとなる結果を得た． 

ここから得られた知見としては，現在中央防災会議で

想定され得る津波災害であると限定すれば，自動車を利

用して避難する避難者は地震発生後すぐに港区外へ向か

い，それ以外の避難者は一定時間経過後，徒歩で近くの

避難所に避難することが望ましいことがわかった．また，

自動車による避難を許容する場合，避難を行うタイミン

グが異なるだけで避難完了率に大きな差が生じることが

わかり，避難計画を策定するにあたって交通手段の分担

割合だけでなくその避難開始のタイミングも考慮するこ

との必要性が示唆されたといえる． 

 本研究では分析対象地域である大阪市港区内の避難所

施設容量が不足していたため区外に仮想的な避難所を設

けて分析したが，港区から区外へ避難する場合に最も有

力と考えられる大阪市西区においても避難所容量不足の
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問題が発生しており，今後はより広範囲を対象とした津

波避難計画も求められる．さらには自然災害に絶対はな

く，万が一にも想定外の津波被害が発生した場合の検討

も本モデルを用いて事前検討することが望まれる． 

 
付録 
 

式(5)から式(12)で定式化したモデルと，式(13)から式

(17)に示した最適化問題が等価であることの証明を行う．

まず，式(13)から式(17)の最適化問題のラグランジュ関数

を以下のように定義する． 
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このとき，KKT条件は以下のように与えられる． 
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となるので，rs
m,T=Crs

m,Tとすれば式(21)は以下の条件と同

値となる． 
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となるが，時間帯別配分に関する前提条件より urs
m,T>0

と見なせるので，rs
m,T=Crs

m,Tとすれば式(22)より 
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さらに，式(23)より， 
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となる．式(25)，式(27)，式(28)より，式(13)から式(17)の

最適化問題は式(5)から式(12)で定式化したマルチクラス

時間帯別配分モデルと等価であることが確認された． 
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